
本県で全国農業担い手サミット開催!!
～全国から２，６００人が参加～

問い合わせ ■（一社）岐阜県農業会議 （西川） あああああああ電話 058－268－2527

１

「第１９回全国農業担い手サミットｉｎぎふ」が、１１月１０日・１１日の２日間、岐阜市の

岐阜メモリアルセンターをメイン会場に開かれました。同サミット実行委員会（杤本弘明
会長）と一般社団法人全国農業会議所（二田孝治会長）の主催で、全国から認定農業
者ら約２６００人が参加し、「広げよう！つなげよう！未来の農業へ～ともに語ろう清流
の国で～」をテーマに相互交流を行いました。
初日の式典には、皇太子ご夫妻が出席され、皇太子殿下は「これを契機に、農業の

更なる発展をめざす輪が全国に広がり、日本の農業が未来に向けて力強く発展していく
ことを願います」と述べられた。また、古田知事は「全国からお集まりの担い手の皆さん
が大いに語り合い、明るい未来の農業につなげていくことを期待している」とあいさつさ
れました。
同式典では、優良経営体表彰のほか、県内各地域で設立された就農応援隊の決意
表明や５名の女性農業者によるパネルトークなどが行われ、会場を盛り上げました。
二日目は、参加者が１０地域３３コースに分かれ、情報交換会や現地研修会が行わ
れました。なお、来年度は高知県で開催されます。

最新情報お届けします！
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県内10カ所設立された就農応援隊からの応援メッセージと式典にご臨席の皇太子夫妻
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農地中間管理事業の更なる推進を!！



問い合わせ ■（一社）岐阜県農畜産公社 （櫛田・総山） あああああああ電話 058－2１５－６４３４
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あなたも農業委員、農地利用最適化推進委員に
応募（または推薦）しましょう!!

４

━平成２９年７月、県下３５市町村で一斉改選！━

平成２８年４月１日に施行された農業委員会法改正により、旧法の農業委員の任

期満了順に改選が行われており、本県では、山県市、各務原市、瑞穂市、飛騨市、
下呂市、恵那市と改選が進み、郡上市が平成２９年３月１日に改選されることとなっ
ています。
それ以外の３５農業委員会は、平成２９年７月の任期満了に伴って一斉に改選が
行われることとなっており、県内全ての農業委員会の新体制移行が完了します。
現在、それぞれの市町村において、農業委員と、法改正によって新たに設置され

ることとなった農地利用最適化推進委員の定数・報酬条例の改正や選任規則など
の整備、各委員の募集の準備などが進められているところです。
今回の法改正では、農業委員の資格要件については、年齢、住所、農地所有な

どが全て撤廃され、法律条文にも「委員の任命に当たっては、年齢・性別等に著し
い偏りが生じないように配慮しなければならない」とされるなど、青年・女性を積極
的に登用するよう規定されています（農地利用最適化推進委員にも資格要件等は
ありません）。
これからの農業委員会は、農地の売買や貸借、転用等の法令業務に加え、農地

利用の最適化の推進（担い手への集積･集約化、耕作放棄地の発生防止・解消、
新規参入の促進）が必須業務となり、青年・女性など新たな視点を持つ多様な人材
の登用が求められています。
資格要件的には「誰でも」委員になれることとされましたので、ぜひ、あなたも農
業委員、農地利用最適化推進委員に応募（または推薦）しましょう。
なお、各市町村ごとの募集要領（募集人数や募集期間、役割、推薦・応募等の様
式を含む）などは、各市町村のホームページや広報などで確認できます。

問い合わせ ■（一社）岐阜県農業会議 （堀口） あああああああ電話 058－268－2527

山県市の農業委員任命式(H28.4.1) 各務原市の農業委員任命式(H28.4.27)



全国農業会議所では、農業法人等が就業希望者を新たに雇用し、就農に必要な技術・経営
ノウハウ等を習得させるための実践的な研修等に対して助成する「農の雇用事業」の参加者を、
下記により募集していますので、活用を検討して下さい。

助成内容

【助成額】研修生１人あたり年間最大１２０万円
＜内訳＞ ①新規就業者に対する研修費 月額最大９７，０００円

助成額の上限は、９万７千円または研修生に支払った賃金月額のいずれか低い金額となります。

②指導者研修費 年間最大３６，０００円（予定）
指導者自らが人材育成手法や労務管理等を習得するための研修に要する費用です。

【助成期間】最長２４ヵ月

事業参加に当たっての主な要件

【農業法人等の要件】
①おおむね年間を通じて農業を営む農業法人、農業者、農業サービス事業体等であること

②研修生に対して、十分な指導を行うことが出来る「研修責任者」（原則として、研修開始日時
点で農業経験が５年以上ある役員又は従業員）を置くこと

③研修生との間で、期間の定めのない雇用契約｛正社員（法人独立支援タイプの場合はこの
限りでない）。農業法人等の役員等は含まない。｝を締結すること。

④研修生を労働保険（雇用保険、労働者災害補償保険）に加入させること。また、法人の場合
は社会保険（健康保険、厚生年金）にも加入させること。

⑤１週間の所定労働時間が年間平均３５時間以上（研修生が障がい者の場合は２０時間以
上）であること
⑥本事業と期間が重複する他の公的助成を受けていないこと
【研修生の要件】
①本事業での研修終了後も継続して就農する意志があり、正社員採用日時点で原則４５歳
未満である者
②研修開始時点で正社員としての就業期間が４ヶ月以上あること
③過去の農業経験が正社員採用日時点で５年以内であること
④農業法人等の代表の３親等以内でないこと（労働者性が認められる場合を除く）
⑤過去に当該農業法人等の正社員ではなかったこと

募集・研修等の期間

募集期間 研修助成期間 研修生の採用日

平成２９年２月８日
～２９年２月２８日 （予定）

平成２９年４月１日
～３１年３月３１日 （予定）

平成２８年４月１日
～２８年１２月１日 （予定）

5

「農の雇用事業」（２９年４月研修開始予定分）
の参加者募集!!

問い合わせ

■（一社）岐阜県農業会議 農の雇用相談室（三浦・梅村）

詳しくはインターネットで！

ＵＲＬ http://www.nca.or.jp/Be-farmer/nounokoyou/original/

農の雇用 で検索！

あああああああ電話 058－268－2527
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一般社団法人 岐阜県農業会議 会長 鷲見 郁雄

岐阜市薮田南5-１４-１２ 岐阜県シンクタンク庁舎2階 TEL：058-268-2527

FAX：058-273-6177 E-mail：gifu@nca.or.jp ホームページ：http://www.gifu-agri.jp

「収入保険制度」に対
する問い合わせ先

■東海農政局岐阜県担当地方参事官室 あああああああ電話 058－271－4044
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